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当社取締役会の実効性評価結果について 

 

 当社は、取締役会の意思決定機能、経営監督機能の実効性を確認し改善を図るため、毎

年、取締役会全体の実効性について評価を行っております。 

２０１７年度の評価結果の概要について下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．評価の方法 

   次の項目について全取締役及び監査役（計１３名）にアンケートを実施し、その結果を

もとに、取締役会において、現状における取締役会の実効性、今後の課題等について議論

しました。 

   なお、アンケートの実施にあたっては、２０１７年度より外部機関の協力を得ることと

し、回答方法は外部機関に直接回答することで匿名性を確保するとともに、外部機関によ

るアンケートの分析結果を議論の参考としました。 

   ＜主なアンケート項目＞ 

    ① 取締役会の規模・構成 

    ② 取締役会の運営（開催頻度、時間、議題、説明方法、議論の活発度等） 

    ③ 社外役員に対する支援体制（情報提供、サポート体制等） 

    ④ 役員のトレーニング 

    ⑤ 株主・投資家との対話 

 

２．評価結果の総括 

   ２０１７年度の評価においては、２０１６年度同様、取締役会の規模・構成、議題、審 

  議時間、独立社外役員を含めた活発な議論などの観点から、取締役会の意思決定機能、経 

  営監督機能は相応に発揮されており、実効性は十分に確保されていると評価しました。 

 

３．今後の課題について 

   ２０１６年度の実効性評価で課題とされた「中長期的な戦略議論の充実」については、 

  取締役会の議案の調整、社外役員への事前説明や情報共有の強化などを通じ、改善が見ら 

  れたと評価しております。しかしながら、戦略上重要な投資案件なども含め、重要な経営 

課題については、更に十分な議論を重ねるべきとの意見も出されました。 

 また、２０１７年度は、新たに「株主・投資家へのより積極的な情報発信、対話の充実」 

が課題として挙げられるとともに、その意見を適時適切に取締役会にフィードバックする 

ことが重要との意見が出されました。 

 

   当社は、上記評価結果を踏まえ、取締役会の実効性を更に高めるべく、引続き必要な対 

   応策の検討と実行を進めてまいります。 

以 上 


